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ウエル（John Caldwell）は、「疾病に関する転換」（epidemiological transiton）と「社会変化」(social 
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ら検討してみよう。1981 年から 2001 年までの４時点において所得上昇率が各州それぞれにおい
て高いため、各時点における２変数間の関係を２つに分けて示した。図１－１は 1980 年と 1990
年における普通死亡率（CDR）と所得（SDP）の関係、図１－２は 2001 年と 2006 年における２
変数間の関係を示している。各時点における２変数間の回帰式は以下のように示される。 
 
    1981 年 CDR=0.0026SDP＋16.497 （R２=0.1873） 
    1991 年 CDR=0.0007SDP＋13.411 （R２=0.1243） 
    2001 年 CDR=0.0001SDP＋10.273 （R２=0.3987） 





























y = -0.0026x + 16.497
R² = 0.1873
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y = -0.0001x + 10.237
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時点における普通死亡率は、1981 年の最大値は 17.3‰、最小値は 6.6‰、1991 年は 18.6‰と 6‰、
2001 年は 10.2‰と 6.6‰、2006 年は 9.2‰と 6.2‰であり、死亡率低下が継続しているとともに
その州間格差は次第に縮小している。所得に関しては、とくに 1981 年から 1991 年にかけて大幅









 インドにおける死亡率推移を概観すると、1951～61 年のセンサス間においては 22.8‰であった
普通死亡率は 1991～2001 年のセンサス間には 8.9‰まで低下した。2008 年国連推計による 2005
～10 年のインドにおける普通死亡率は 8.1‰であり、先進地域の 10.1‰を下回っている。図２は
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年齢構造のバイアスを取り除いた死亡指標である平均寿命をみると、2005～10 年におけるインド




















 図３は 1985 年から 2000 年までの死因別死亡比率の変化を示したものである。死因構造におい
ては感染症および寄生虫症の死因比率が大幅に低下し、循環器系疾患（高血圧・心疾患・脳血管
疾患）による死亡比率が第１位となっている。このデータは死亡届に基づくものであるが、2000
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出所 Govt. of India, Medical Certifiction of Cause of Death 2001, 2007. 
 
 

















男女別死亡率について、1986 年、1996 年、2006 年の３時点における変化を示したものである。
全年齢の死亡率については 1986 年男子 11.0‰、女子 11.2‰と女子において死亡率は高かったが、
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女間において逆転している。この傾向は 2006 年にも引き続き見られ、男子 8.0‰、女子 7.0‰と
なり、インド全国の死亡水準が低くなる中で、女性の死亡率改善が進んでいるものと思われる。























出所）1986年、1996年：Govt. of India, Coｍpendium of India's Fertility & Mortality 
Indicatos, 1971-1997, 1999. 
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おいては水準は低いが 1986 年、1996 年においては女児において低く、2006 年においては男児に
おいて高い状態となっており、一貫した傾向は見られない。死亡率の高い農村における女性死亡
率は改善される傾向にあるが、乳児死亡率に関しては依然として女児において高い状態が継続さ
れている。乳幼児死亡率は 1980 年代と比較すると半減しているが、2005～10 年における先進地














注 ：女子死亡率を 100 とする指数として示した 
資料：Govt. of India, Compendium of India's Fertility and Mortality Indicators, 1971-1997, 1999 






て就学経験がない母親の死亡率を 100 とした指数をみると、新生児死亡に関しては 42.9、後期乳






　男子 女子 差* 　男子 女子 差 　男子 女子 差
1976年 14.7 15.3 96.1 16 16.6 96.4 9.4 9.6 97.9
1986年 11.8 11.8 100.0 12.9 13.1 98.5 8 7.6 105.3
1996年 9.1 8.9 102.2 9.8 9.6 102.1 6.8 6.2 109.7
2006年 8 7 114.3 8.5 7.6 111.8 6.6 5.4 122.2
年次
全国 農村 都市
　男子 女子 差 　男子 女子 差 　男子 女子 差
1986年 96 97 99.0 104 106 98.1 64 60 106.7
1996年 71 73 97.3 76 79 96.2 48 44 109.1
2006年 56 59 94.9 61 64 95.3 37 40 92.5
年次 全国 農村 都市
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 ＊格差：最大値を 100 とした最小値の値 























　就学歴なし 45.7 24.0 26.9
　5年未満 48.4 17.6 13.8
　5～7年 34.5 15.1 11.5
　8～9年 32.0 9.5 5.6
　10～11年 26.9 9.6 3.6
　12年以上 19.6 6.3 3.9
格差＊ 42.9 26.3 14.5
生活水準
　最低レベル 48.4 22.0 32.3
　Ⅱ 44.6 25.0 22.6
　中間レベル 39.3 19.1 14.4
　Ⅳ 31.9 12.1 7.5
　最高レベル 22.0 7.2 4.8
格差＊ 45.5 32.7 14.9
NFHS-1（１988-92） 48.6 22.9 33.4
NFHS-2（1994-98） 43.4 24.2 29.3
NFHS-3（2005-06） 39.0 18.0 18.4
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